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株主の皆様へ

　株主の皆様には､ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　平素は格別のお引き立てを賜り、心より厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第８３期中間期（平成１８年４月１日から平成１８年９
月３０日まで）の事業の状況等につきましてご報告申しあげます。

事 業 の 状 況
　
　当中間期の日本経済は、緩やかに拡大を続けました。企業収
益の改善、設備投資の拡大といった企業部門の好調さが家計部
門にも波及しつつあり、内需の増加が続きました。また、輸出
についても堅調に推移しました。
　自動車産業は海外を中心に前年同期比販売台数が増加しまし
た。それに伴い当社グループでも自動車関連事業を中心に堅調
に推移しました。また、その他の分野につきましても民間設備
投資の増加傾向を受け、高水準の生産が継続いたしました。
　一方、コスト面では、ニッケルなどの各種金属の高騰が続き
ましたが、コストダウンや販売価格改善、高収益品の拡販など
その対応に努めました。その結果、当社グループの売上高は
２，４９０億８４百万円、前年同期比１３９億４４百万円の増加、また、経
常利益は１７４億７８百万円、前年同期比１億８０百万円の微増とな
りました。また、特別損益につきましては固定資産売却益等を
計上し、当期純利益は１０１億２２百万円となりました。
　中間配当金につきましては、１株につき４円とさせていただ
きました。
　なお、通期（平成１９年３月期）の業績見通しにつきましては、
売上高５，１３０億円、経常利益３４６億円、当期純利益２０３億円を見
込んでおります。（業績見通しにつきましては、今後の状況変化により異
なる結果となることも予想されますので、ご承知置きください。）
　　　
　セグメント（部門）別の状況は、次のとおりであります。　
　　　
特殊鋼鋼材
　　　
　当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要先である自動車の国内
販売は前年同期比減少するも、北米・アジア地域等での販売増
加によるＫＤセットの輸出の大幅な伸張により、生産台数は前
年同期比５％の増加となりました。その他の需要分野につきま
しても、民間設備投資の増加により好調を維持し、産業機械分
野を中心に、特殊鋼鋼材の需要環境は好調な状況が続きました。
　こうした環境下、自動車関連の売上数量は概ね順調であった
ものの、東南アジアでの工具鋼の在庫調整、輸出を中心とした
磨棒鋼の受注減少を受け、売上数量では、前年同期比４．２％の
減少となりました。
　一方、原材料は厳しい環境が続き、特にニッケルの高騰はス
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テンレス鋼製品を中心にコストアップとなり、受注内容の見直
し、販売価格改善、エキストラの拡大などの活動をさらに推し
進めました。その結果、当期の特殊鋼鋼材の売上高は１，３７０億４０
百万円、前年同期比４．０％の増加となりました。
　　　
電子・磁性材料
　　　
　帯鋼製品は、電子部品の需要増加を受け回復基調となりまし
た。磁石材料事業は家電向けのネオジムボンド磁石は伸び悩み
ましたが、ＦＡサーボモーター用磁石が好調に推移しました。
また、薄膜・電子材料は、光学薄膜用向けが大幅に増加しまし
た。その結果、当期の電子・磁性材料の売上高は２９５億５百万
円、前年同期比１６．６％の増加となりました。
　　　
自動車部品・産業機械部品
　　　
　自動車部品関連では、熱間精密鍛造品が在庫調整等により前
年同期比数量が減少したものの、販売価格改善を進めたことに
より売上高は増加しました。精密鋳造品については、欧州向け
を中心にターボチャージャーの需要が増加し堅調に推移しました。
　産業機械部品関連は、重電、産業機械、航空機、造船関連の
旺盛な需要を受け、引き続き堅調に推移いたしました。また、
高付加価値製品の拡大とコストダウンに注力いたしました。そ
の結果、当期の自動車部品・産業機械部品の売上高は５２２億４４
百万円、前年同期比０．８％の増加となりました。
　なお、０５年１０月１日において、特殊発條興業㈱を連結除外し
たことにより、売上高が３４億５９百万円減少しております。
　　　
エンジニアリング
　　　
　環境設備製品につきましては、官需の冷え込みにより低迷し
ました。工業炉製品につきましては、自動車関連を中心とした
堅調な民間設備投資に牽引され、多品種・小ロットに適した熱
処理炉であるＳＴＣ炉や真空焼結炉等の熱処理炉製品が好調に
推移いたしました。その結果、当期のエンジニアリングの売上
高は１７７億１４百万円、前年同期比２４．６％の大幅な増加となりま
した。
　　　
新　素　材
　　　
　チタン製品は、医療用途や、プラント用途の需要は引き続き
旺盛でした。また、原材料高騰に対しては販売価格改善を行い
ました。粉末製品は、自動車部品用の高機能素材を中心に好調
に推移いたしました。また、需要増加に対応して溶解能力の増
強を図っております。その結果、当期の新素材の売上高は５７億
４８百万円、前年同期比１８．２％の増加となりました。
　　　
流通・サ－ビス
　　　
　全般として基調の変化はありませんが、子会社の建材部門で
輸入材との競合激化により売上が減少し前年同期比マイナスと



なりました。その結果、当期の流通・サービスの売上高は、６８
億３１百万円、前年同期比３．９％の減少となりました。

対処すべき課題
　
　０５年度を最終年度とする中期経営計画期間においては、「量
から質への転換による事業の再構築」を基本方針として運営を
してまいりました。これにより当社グループの中核を成す特殊
鋼事業の収益基盤は、大きな改善を見ました。０８年度中期経営
計画（０６/４～０９/３）においては、業界を取り巻く大きな経営環
境の変化のなか、高い技術力をもったグローバルサプライヤー
としての地位を磐石なものとするため、「『量の質化』と『質の
拡大』」を基本方針といたしました。この中期経営計画の中では、
以下の点を重点課題として掲げ、安定収益基盤の拡充と成長事
業・成長商品の深耕を図ってまいります。

　①特殊鋼事業の深化
　旺盛な自動車関連需要に対応するため、各種合理化投資の効
果を発現させ、生産性の向上および最大生産能力の拡大を図る
とともに、徹底したコスト削減を目指してまいります。また、
原材料環境変化およびユーザーのグローバル化に対応するた
め、複眼的な提携・協業を推進してまいります。さらに、高付
加価値製品の生産技術・生産体制を革新し、リードタイム短縮
により高度化するユーザーニーズに対応してまいります。

　②戦略事業、「№１商品」への積極的な経営資源投入
　成長分野を伸ばすために、戦略事業および「№１商品」への
投資を積極的に行います。具体的には、航空機・船舶・自動車
向け等の鍛造品、チタン・粉末製品等の高機能材料、磁材、
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第８３期上半期
（H１８/４－９）

第８２期下半期
（H１７/１０－H１８/３）

第８２期上半期
（H１７/４－９）部 門 別

構成比金 額構成比金 額構成比金 額

５５．０１３７，０４０５４．５１３３，８１６５６．１１３１，８１２特 殊 鋼 鋼 材

１１．８２９，５０５１０．７２６，３８２１０．８２５，３１４電子・磁性材料

２１．０５２，２４４２１．３５２，２６８２２．０５１，８２２自動車部品・
産業機械部品

７．１１７，７１４８．０１９，６７０６．０１４，２２１エンジニアリング

２．３ ５，７４８２．７６，６３７２．１４，８６１新 素 材

２．７６，８３１２．８６，７８７３．０７，１０７流通・サービス

１００．０２４９，０８４１００．０２４５，５６３１００．０２３５，１４０　 合　 計　

百万円 百万円 百万円％ ％ ％

企業集団のセグメント別売上高

（注）１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　　　２．比率は、小数点第２位以下を四捨五入して表示しております。



ターボチャージャー関連部品等です。「№１商品」については、
グループ総合力を強化し、０８年度売上高２，０００億円（０５年度対
比約２３％増収）を目標にしてまいります。
　
　③研究開発、事業化の加速
　攻めのＲ＆Ｄに向けて研究開発費を５０％アップし、研究開発
体制を刷新いたします。エレクトロニクス関連部材、環境・省
エネ技術、自動車関連部材に重点を置き、グループ内の共同研
究開発体制を強化し、組織横断的な技術開発・商品化を図りま
す。シーズ開発については、１０年先を見据えた「ネクスト１０研
究室」を核として、長期的視野にたって検討を進めてまいります。
　
　④連結経営の強化によるグループ企業価値の向上
　戦略子会社の育成、強化を進める一方で、低採算事業につい
ては、さらに事業再構築あるいは撤退を進めます。また、垂直
分業の役割を果たすグループ会社については、一体運営体制を
強化し、グループトータルでのコストダウンを推進いたします。
また、生産性大幅アップを目指した活動と省人投資を行ってま
いります。
　
　⑤マネージメント体制の強化
　０４年より実施している「モノづくり改革、ヒトづくり革新」
活動によりさらなる生産性向上を図ります。また、部門、連結
子会社の枠を超えた横断的業務革新を推進し、内部統制の強化
を図ります。
　さらに、あらゆるステークホルダーに対して企業の社会的責
任（ＣＳＲ）を果たすことのできる体制を構築していきます。
天災に対するリスク管理強化、企業倫理の徹底、地球環境対応
を積極的に推進し、市場あるいは社会からより信頼されるよう
努めてまいります。
　
　当社グループでは、変化の激しい経営環境に対応すべく、コー
ポレート・ガバナンスを経営の最重要課題のひとつと認識し、
経営の効率化・意思決定の迅速化および経営の透明性の確保に
向けた取組みを行っております。
　また、社会に貢献する企業としての責任を明確にするために、
「危機管理・倫理法令順守委員会」を設置するとともに、「大同
特殊鋼企業倫理憲章」を制定しております。社会に開かれた企
業としての基盤の整備に努めてまいります。
　
　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申しあげます。　
　
平成１８年１２月
　

代表取締役社長　　小 澤　正 俊　
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金　額科　　　　目金　額科　　　　目

負債及び純資産合計資 産 合 計

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

棚 卸 資 産

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２４４，４０２

１３，６９７

１２３，２４０

９８，０８８

５，３７９

４，９１１

△　９１６

２４９，４４９

 （１５７，１３９）

４７，９９５

７０，００８

３０，２０３

５，４８７

３，４４４

（９２８）

（９１，３８０）

７５，９７９

４３９

１，２４５

１４，３３０

△　６１４

　

４９３，８５１

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債

退職給付引当金

負 の の れ ん

そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

為替換算調整勘定

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

１９３，８７７

８２，４３０

７４，０９１

５，３１２

７，５５７

２４，４８６

１０３，４８３

２０，７００

５９，９６０

１１，９４８

１，６９４

４，２３６

４５

４，８９７

２９７，３６０

１６０，２７１

３７，１７２

２８，５５１

９４，７６７

△　２１９

１８，９８５

１７，３９７

１

１，３５６

２２９

１７，２３３

１９６，４９０
　

４９３，８５１

（単位：百万円）

中間連結貸借対照表 （平成１８年９月３０日現在）

５（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



金　　　　額科　　　　　目

中間連結損益計算書
平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

持分法による投資利益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

減 損 損 失

そ の 他

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

６８０

１，２９３

　　６８９

８１９

　１，０９７

１０５

　　　８５

２

０

　　　０

５，３４６

　１，００９

２４９，０８４

２０６，６６３

４２，４２１

　２５，６８９

１６，７３１

２，６６３

　　１，９１６

１７，４７８

１９１

　　　　３

１７，６６５

６，３５５

　　１，１８７

１０，１２２

６（ ）
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（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結株主資本等変動計算書
平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで（ ）

純資産

合計

少数株主

持分

評価・換算差額等株主資本

評価・換算

差額等

合計

為替換算

調整勘定

土地再評価

差額金

繰延

ヘッジ

損益

その他

有価証券

評価差額金

　株主資本

　合計
自己株式

利益

剰余金

資本

剰余金
資本金

１８９，１６７１６，５２０２０，０５７１５２１，３５６―１８，５４８１５２，５８９△　１７８８７，０４７２８，５４８３７，１７２平成１８年３月３１日残高

中間連結会計期間中の変動額

△　２，１７０△　２，１７０△　２，１７０剰余金の配当

△　２３２△　２３２△　２３２役員賞与

１０，１２２１０，１２２１０，１２２中間純利益

△　４５△　４５△　４５自己株式の取得

８８４３自己株式の処分

△　３５９７１２△　１，０７２７７―１△　１，１５１
株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額）

７，３２２７１２△　１，０７２７７―１△　１，１５１７，６８２△　４０７，７１９３―中間連結会計期間中の変動額合計

１９６，４９０１７，２３３１８，９８５２２９１，３５６１１７，３９７１６０，２７１△　２１９９４，７６７２８，５５１３７，１７２平成１８年９月３０日残高

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



９（ ）

（平成１８年９月３０日現在）中間貸借対照表

金　額科　　　　目金　額科　　　　目

負債及び純資産合計資 産 合 計

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現金及び預金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

繰延税金資産

短 期 債 権

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

機械及び装置

土 地

そ の 他

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

１６２，７０７

２，７３９

２，７６３

６７，５１５

７０，５０７

２，４５５

１３，２５７

３，４６９

１８７，４６６

　９５，３４５

２１，７５５

５０，４９９

１１，６１７

１１，４７３

　　　３７３

　９１，７４７

４２，１７６

２４，０４９

２５，６４４

△　１２３

　

３５０，１７３

（負　債　の　部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

受注工事損失引当金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

繰延税金負債

そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

特別償却準備金

圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

１３７，２４８

６，７１９

５０，９８８

５０，０８０

１，８６５

４，４４０

２９３

２２，８６０

　８３，４７０

２０，０００

５４，１００

９，３２３

４６

２２０，７１８

１１４，３９６

３７，１７２

２８，７００

９，２９３

１９，４０７

４８，７２８

４８，７２８

２３７

１，６６３

３６，０００

１０，８２７

△　２０５

　１５，０５８

１５，０５８

１２９，４５５
　　　　

３５０，１７３

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで（ ）中間損益計算書

金　　　　額科　　　　　目

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

２，１３７

　　３７０

５９０

　　７４８

１，９３３

　１，０５０

１５４，５９４

　１３２，１７１

２２，４２２

　１４，６４６

７，７７６

２，５０８

　　１，３３９

８，９４５

５

　　　　０

８，９５０

　　２，９８４

５，９６６

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



１１（ ） １２（ ）

中間株主資本等変動計算書
平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで（ ）

純資産

合計

評価・換算

差額等

　　　　　株主資本

株主資本

合計
自己株式

　利益剰余金
資本剰余金

資本金 その他有価証券

評価差額金

　その他利益剰余金

繰越利益

剰余金

別途

積立金

　圧縮記帳

　積立金

特別償却

準備金

その他

資本剰余金

資本

準備金

１２６，５５３１５，８０５１１０，７４７△　１６４１９，７６０２３，０００１，９８４２９７１９，４０３９，２９３３７，１７２平成１８年３月３１日残高

中間会計期間中の変動額

－－△　９２９２利益処分による特別償却準備金の積立

－－△　５５特別償却準備金の積立

－－９８△　９８利益処分による特別償却準備金の取崩

－－５９△　５９特別償却準備金の取崩

－－２２９△　２２９利益処分による圧縮記帳積立金の取崩

－－９１△　９１圧縮記帳積立金の取崩

－－△１３，０００１３，０００利益処分による別途積立金の積立

△　２，１７０△　２，１７０△　２，１７０利益処分による剰余金の配当

△　１１０△　１１０△　１１０利益処分による役員賞与

５，９６６５，９６６５，９６６中間純利益

△　４５△４５△　４５自己株式の取得

８８４３自己株式の処分

△　７４７△　７４７
株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）

２，９０１△　７４７３，６４８△　４０△　８，９３３１３，０００△　３２１△　５９３中間会計期間中の変動額合計

１２９，４５５１５，０５８１１４，３９６△　２０５１０，８２７３６，０００１，６６３２３７１９，４０７９，２９３３７，１７２平成１８年９月３０日残高

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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主要な事業内容または製品営業品目

�自動車、産業機械および電気機械向け部品用材
料、建設用材料、溶接用材料

�特殊鋼鋼材加工、流通
�原材料販売
�運輸、物流

特 殊 鋼 鋼 材

�高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材製品
（ＯＡ・ＦＡ用モーター、自動車用メーター・
センサー、計測機器用部品等）

電子・磁性材料

�型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品（自
動車・ベアリング向け部品等）

�自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼・化
工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機用部品等）
�鋳鋼品（鉄道用マンガンレール、自動車・産業
機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼品等）

�精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通信機
器用部品、チタンゴルフヘッド等）

�製材用帯鋸
�エンジンバルブ
�圧縮機器、油圧機器、工作機械部品

自動車部品・

産業機械部品

�鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設備、
環境関連設備（排水・排ガス・廃棄物等の処理
設備）、工作機械等
�機械設備の保守管理

エンジニアリング

�粉末製品、チタン材料製品、形状記憶合金等
�開発製品

新 素 材

�グループ会社製品の販売、福利厚生サービス、
不動産・保険事業

�ゴルフ場経営
�分析事業、ソフト外販事業

流通・サービス

企業集団の主要な事業内容

重要な子会社および関連会社の状況

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

商事６５．５１，５１１大 同 興 業 株 式 会 社

工具鋼プレートの加工販売９０．０
１５７

DAIDO PDM
（THAILAND） Co., LTD.

金属製品および完成工具
類の製造、販売ならびに
加工

９６．８４３５大同アミスター株式会社

金型用プレートの加工販売５１．０１４１
天文大同特殊鋼股

有限公司

特殊鋼鋼材

①重要な子会社の状況

※百万円 ％

百 万
BAHT

※

扮借 百万NT＄

※

※

百万円
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主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

金型用鋼、金型用プレー
トの販売

８９．６７，９８０
DAIDO AMISTAR(M)

SDN. BHD.

特殊鋼精密ロッドの製造、
販売ならびに加工

８３．８２９７下村特殊精工株式会社

ステンレス線材の加工お
よび販売

８８．０２００大同ステンレス株式会社

金型の製造販売６９．１４，３００
DAIDO AMISTAR(S)

 PTE　 LTD

工具鋼、ステンレス鋼等
鋼材の加工および販売

１００．０１００大同マテックス株式会社

当社および関連企業への
諸資材の販売

１００．０６０大同資材サービス株式会社

当社および関連企業への
製鋼用副資材の販売

１００．０３０大同エコメット株式会社

鋼材の精整作業５５．０４０大同テクニカ株式会社

特殊鋼鋼材

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

鋳造品、特殊鋼管材の製
造および販売

１００．０２，２１５株式会社大同キャスティングス

エンジンバルブ等の製造
および販売

５１．７３，０１８フジオーゼックス株式会社

鍛鋼品の製造および販売１００．０３１０日 本 鍛 工 株 式 会 社

鍛鋼品の製造および販売１００．０１６０東 洋 産 業 株 式 会 社

鍛造品の機械加工、精
整、熱処理等の請負

１００．０１５０大同スターテクノ株式会社

ネジ、ボルトの製造およ
び販売

１００．０８０日 星 精 工 株 式 会 社

圧縮機部品、クラッチ等
の製造および販売

７９．２９０大同精密工業株式会社

小型鍛造品の製造および
販売

１００．０２６OHIO  STAR  FORGE  CO.

自動車部品・産業機械部品

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

磁性材料の製造および販
売

１００．０１，４９０株式会社ダ イドー電子

磁性材料の製造および販
売

８５．０
１４０

Daido Electronics
（Thailand）Co., Ltd.

ニッケル、ニッケル合金
の製造および販売

５０．０４００大同スペシャルメタル株式会社

電子・磁性材料

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

工作諸機械、各種機械の
製造および販売

９６．０３１０株式会社大同機械製作所

灰溶融炉設備の運転・保
守業務請負

１００．０５０大同環境エンジニアリング株式会社

炉関係の設計および製作
ならびに販売

６４．３３６大同プラント工業株式会社

エンジニアリング

※

※

※

※

％千RM

千S＄

※

百万円

※

百万円

※百 万
BAHT

百万円 ％

百万円

百万円 ％

千US$

※

※

※百万円 ％
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（注）１．※印は、間接所有の株式を含みます。
　　　
　　　２．特殊鋼鋼材部門の大同原料サービス株式会社は、平成１８年４月

１５日付けで大同エコメット株式会社に社名変更いたしました。
　　　
　　　３．電子・磁性材料部門の大同スペシャルメタル株式会社は、出資比

率が１００分の５０以下でありますが、実質的に支配しているため子
会社としたものであります。

　　　
　　　４．流通・サービス部門の株式会社ライフサポートは、平成１８年４

月３日付けで㈱大同ライフサービスのライフ事業部を分社・設立
したものであります。

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

当社および関連企業の福
利厚生施設の管理運用

１００．０４９０株式会社大同ライフサービス

ゴルフ場およびホテルの
経営

５５．７２３７木曽駒高原観光開発株式会社

製鋼、鋳物、セラミックス
等の分析・試験・調査業
務の請負

１００．０７５株式会社大同分析リサーチ

情報通信機器によるシス
テムの企画、設計、開発、
保守運用受託

１００．０４５株式会社スターインフォテック

清掃業、警備業および給
食事業等

１００．０１０株式会社ライフサポート

輸出・輸入商事１００．０９Daido Steel（America）Inc.

流通・サービス

②重要な関連会社の状況

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

ステンレス鋼線、金属繊
維等の製造および販売

３３．０４，０６２日 本 精 線 株 式 会 社

特殊鋼二次製品、切削工
具等の製造および販売

３８．７４８５理 研 製 鋼 株 式 会 社

普通鋼（平鋼）の製造およ
び販売

３５．６３４５王 子 製 鉄 株 式 会 社

高級特殊鋼、加工製品の
製造および販売

１０．１８２７東 北 特 殊 鋼 株 式 会 社

運輸および倉庫業４５．０１００丸 太 運 輸 株 式 会 社

金属製品の熱処理の請負４３．３７５桜 井 興 産 株 式 会 社

電気工事の設計施工および
自動制御盤等の設計製作

４０．０７０泉 電 気 工 業 株 式 会 社

沿岸荷役、倉庫および運
輸業

３５．０３０川 一 産 業 株 式 会 社

特殊鋼鋼材

（注）１．※印は、間接所有の株式を含みます。
　

２．東北特殊鋼株式会社は、出資比率が１００分の２０未満でありますが、
実質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。
なお、緊密な者または同意している者の出資比率は２３．８％であり
ます。

※

※US$

百万円 ％

※

百万円 ％

※

※
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大株主の状況（上位１０名）（平成１８年９月３０日現在）

役員の状況（平成１８年９月３０日現在）

代表取締役会長

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

� 山　 剛

小 澤 正 俊

久 村 修 三

俣 野 一 彦

倉 橋 基 文

稲 垣 佳 夫

南　 省 次

近 藤 龍 夫

中 村 貞 行

嶋 尾　 正

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

二 村 文 友

津 田 孝 良

澤 近 泰 昭

深 谷 研 悟

成 瀬 正 克

熊 澤 宏 昭

宮 嶋　 晃

中 坪 修 一

橋 爪　 優

矢橋大三郎

波多健治郎

（注）１．二村文友氏は、会社法第２条第１５号に定める社外取締役であります。

　　　２．橋爪　優および波多健治郎の両氏は、会社法第２条第１６号に定め
る社外監査役であります。

当社への出資状況
株 主 名

出資比率持　株　数

 １０．１９％４４，２９８千株新 日 本 製 鐵 株 式 會 �

４．７７　２０，７５９　　明治安田生命保険相互会社

 ４．５６　１９，８２３　　
日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

３．８７　１６，８２９　　
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

３．６０　１５，６５８　　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

３．５７　１５，５４３　　株式会社みずほコーポレート銀行

２．９２　１２，６９７　　日 本 発 条 株 式 会 社

２．８９　１２，５８７　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

１．６０　６，９６２　　岡 谷 鋼 機 株 式 会 社

１．２９　５，６３３　　東京海上日動火災保険株式会社
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従業員の状況（平成１８年９月３０日現在）

平均勤続年数平均年齢従業員数

１８．８年３９．３歳３，６５７名

会社の概要（平成１８年９月３０日現在）

 資 本 金  ３７１億７，２４６万４，２８９円

 創 業 年 月 日  大正５年８月１９日

 設 立 年 月 日  昭和２５年２月１日

 事 業 所 等

 本 店  名古屋市東区東桜一丁目１番１０号

 東京本社 東京都港区港南一丁目６番３５号

 営業所等 大阪支店、

  福岡、広島、新潟（燕市）各営業所

 工 場 等 知多（東海市）、星崎（名古屋市）、川崎（川崎市）、

  知多型鍛造（東海市）、渋川（渋川市）、

  知多帯鋼（東海市）、王子（東京都）、

　　　　　粉末（名古屋市）各工場、

  滝春テクノセンター（名古屋市）

 研 究 所 技術開発研究所（名古屋市）

 株 式 の 状 況

 発 行 可能株式総数 １，１６０，０００，０００株

 発 行済株式の総数 ４３４，４８７，６９３株

 株 主 数 ４１，８９８名

　当社は、インターネット上にホームページを開設し、企業情
報提供による知名度・理解度向上、社外との情報交換を促進す
るとともに、調達・販売・技術のグローバルなコミュニケーシ
ョンの場として、さまざまな情報をご案内しております。
【アドレス】����������������������	
�

①企業集団の従業員数

従業員数セグメント区分

４，２１８名特殊鋼鋼材

１，６７６　電子・磁性材料

２，６６６　自動車部品・産業機械部品

５３５　エンジニアリング

３３９　新素材

８０７　流通・サービス

３８９　全社（共通）

１０，６３０名合　　　　計

②当社の従業員数
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 事 業 年 度 ４月１日から翌年３月３１日までの１年
 定 時 株 主 総 会 ６月
 基 準 日 定時株主総会の議決権　３月３１日
  期末配当金　　　　　　３月３１日
  中間配当金　　　　　　９月３０日

（その他必要がある場合は、あらかじめ公告

　して定めます。）

 株 主 名 簿 管 理 人 〒１０５－８５７４
  東京都港区芝三丁目３３番１号
  中央三井信託銀行株式会社
 同 事 務 取 扱 場 所 〒４６０－８６８５
  名古屋市中区栄三丁目１５番３３号
  中央三井信託銀行株式会社
　　　　　　　　　　　　名古屋支店証券代行部
  電話　０１２０－７８－２０３１（フリーダイヤル）
 同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社
  　本店および全国各支店
  日本証券代行株式会社
  　本店および全国各支店
 公 告 方 法 電子公告（当社ホームページに掲載）
　　　　　　　　　　　【アドレス】

　　　　　　　　　　　　　������������	
������
����������

※事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、

日本経済新聞に掲載して行います。

株式についてのご案内

（お知らせ）
　住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当
金振込指定に必要な各用紙のご請求は、下記株主名簿管理人の
中央三井信託銀行のフリーダイヤルまたはホームページをご利
用ください。
●フリーダイヤル　０１２０－８７－２０３１（２４時間受付：自動音声案内）
●ホームページ　�������������	
���
	���
�������

�����������


	表紙
	P01
	P02
	P03
	P04
	P05
	P06
	P07-08
	P09
	P10
	P11-12
	P13
	P14
	P15
	P16
	P17
	P18

